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本⽇の内容
1. 建設⼯事の⾃然由来重⾦属等への対策の経緯
2. 建設発⽣⼟から溶出する“重⾦属等”とは？
3. 国交省マニュアルの概要と改訂版での変更点の解説
4. 実現象再現溶出試験と対応事例の紹介
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1．建設⼯事の⾃然由来重⾦属等への対策の経緯
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建設⼯事における「⾃然由来」の「重⾦属等」への対策の経緯
1. 2002年⼟壌汚染対策法の制定
• 平成14年（2002年）に公布（⼈為汚染された⼟壌のみを対

象）
• 平成22年（2010年）改正で⾃然由来汚染も対象となる

2. 2002年⼟⽊研究所にて⾃然由来の⼟壌と岩⽯への対応
の研究を開始

• 2007年｢建設⼯事における⾃然由来の重⾦属汚染対応マニュア
ル（暫定版）｣（共同研究報告書：⼟⽊研究所ほか）

• 国⼟交通省総合政策局（事業総括調整官室）が｢国交省マニュ
アル｣作成委員会を組織（事務局：⼟⽊研究所・寒地⼟⽊研究所）

3. 2010年3⽉｢建設⼯事における⾃然由来重⾦属等含有岩
⽯・⼟壌への対応マニュアル（暫定版）｣公表

4. 2015年5⽉｢建設⼯事で発⽣する⾃然由来重⾦属等含有
⼟対応ハンドブック｣（国交省マニュアルの解説）発刊

5. 2023年3⽉｢建設⼯事における⾃然由来重⾦属等含有岩
⽯・⼟壌への対応マニュアル（2023年改訂版）｣公表

本マニュアルの取り扱いの
前提として、当該⼯事が関
係法令等の対象となる場合
には、法令等への対応が優
先される。
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⼟壌汚染調査の事例及び基準不適合事例数（環境省, 2024）
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国交省マニュアル（暫定版）発⾏ マニュアル改訂
（2023年版）

⼟研で研究開始

⾃然由来も対象

⼈為由来のみ

岩ズリを対象
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2．建設発⽣⼟から溶出する
「重⾦属等」とは︖
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「重⾦属等」とは︖
• 重⾦属の科学的定義
• ⽐重4g/cm3より重い⾦属
• 原⼦番号26｢鉄Fe｣より重

い⾦属元素
• ⼟壌汚染対策法で定め

る｢第⼆種特定有害物質
（重⾦属等）｣
• As 砒素
• Pb 鉛
• Se セレン
• Cd カドミウム
• F ふっ素
• Hg ⽔銀
• Cr6+六価クロム
• B ほう素

• CN-シアン化合物（⾃然界
にほとんど存在せず）
≒⼈為汚染由来
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ハロゲン
↓半⾦属

⾦属元素

↙アルカリ⾦属

←アルカリ⼟類⾦属

⾮⾦属

8元素は
⾃然界で
普遍的に存在
≒⾃然由来



⼟壌汚染対策法に基づく調査結果の不適合事例数（環境省, 2024）
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VOC（第⼀種）
⼈為由来

⾃然 ＋⼈為由来 農薬等（第三種）
⼈為由来

⼈為由来

⼈為（セメント）
＋ ⾃然

Pb F   As  CrVIHg B   CN Se Cd メチル⽔銀

重⾦属等（第⼆種）



産総研 地球化学図 ⼟壌/河川堆積物︓ヒ素の分布
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産総研 地球化学図 ⼟壌/河川堆積物︓鉛の分布
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産総研：3D地球化学図



地球化学図（産総研）より︓ヒ素の分布とその起源
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産総研 AIST today (2004)
Vol. 4, No. 12 より引⽤

⽇本列島の活⽕⼭

Masuda (2018) PEPS Fig. 4 に加筆

地球環境におけるヒ素の循環 ⽕⼭・熱⽔

海底堆積物



⽇本における重⾦属等の各種基準値︓As(ヒ素)を例として

環境基準（環境庁, 1997など）

• 公共⽔域及び地下⽔：0.01 mg/L
• ⼟壌汚染：0.01 mg/L （溶出試験）
• 農⽤地法：15 mg/kg (塩酸抽出）

⾷品衛⽣法（厚⽣省, 1959）
• 野菜・果物の残留農薬: 1.0 mg/kg
• ミネラルウォーター：0.05 mg/L
• 清涼飲料⽔：⾮検出
• 飼料：2 mg/kg（配合飼料)、15 mg/kg（⿂粉）

⽔道法（厚⽣労働省, 2003）

• ⽔道⽔質基準： 0.01 mg/L
温泉飲⽤基準（環境庁、1975）

• ⼤⼈： 0.3 mg/⽇
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海外では
• 精⽶：0.2 mg/kg （無機ヒ素）、⽞⽶ 0.35 

mg/kg
• ミネラルウォーター：0.01 mg/L (Codex⾷

品規格)
• 飼料：2-100 mg/kg （EU)
• 飲料⽔の暫定ガイドライン値：0.01 mg/Ｌ

（WHO, 2008）



有害重⾦属類（無機ヒ素）の毒性と基準値の考え⽅
急性毒性（聖マリアンナ医科⼤学 予防医学HPより）
• ⼀般的に三酸化ヒ素の致死量は成⼈でおおよそ 300 mg（0.3 g）
• 和歌⼭毒物カレー事件での重症者は 200 mg以上、軽傷者で 20-30 mg
• 亜ヒ酸の急性毒性（ 15 mg/kg [ラット試験] ≒ 750 mg/50kg︖）

• 急性前⾻髄球性⽩⾎病（APL）の治療薬（トリセノックス︓三酸化ヒ素含有量 10 mg）

⻑期毒性（農⽔省︓⾷品安全に関するリスクプロファイルシート（2018）より）
• 無機ヒ素の肺がんのBMDL 0.5（がん発⽣率が0.5％増加する量）を 3.0 µg/kg bw/dayと算出 ≒ 

体重50kgとして 0.15 mg/⽇ （FAO/WHO⾷品添加物専⾨家会議︓JECFA)
• ⽪膚病変のNOAEL（無毒性量）を 0.8 µg/kg bw/dayと推定 ≒ 体重50kgで 0.04 mg/⽇
（⽶国毒性物質疾病登録庁︓ATSDR）

⼟壌溶出量基準（0.01 mg/L）は、体重50kgの⼈間が、1⽇2Ｌの⽔を
⼀⽣涯（70年）にわたり飲⽤摂取し、健康に対する有害な影響が現れ
ない、または、リスク増分が10万分の１となるレベルに設定
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北海道内の温泉・地下⽔に含まれる重⾦属（ヒ素︓環境基準 0.01mg/L）

温泉・地下⽔のヒ素濃度
• 国内地熱発電所の熱⽔

0.1〜48.9 mg/L (⼤⼭, 
2014)

• 国内温泉の最⼤As濃度
130 mg/L 島根県豊川温泉 
(島⽥, 1998)

• 道内の温泉・掘削⽔
〜28 mg/L (都築ほか,1996；
産総研地熱情報データベース, 
2020)

※ 環境基準：0.01 mg/L
※ 第⼆溶出量基準：0.30 mg/L
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2023年 蒸気噴出
9.3〜27 mg/L

⼤沼湯 0.140 → 0.004 mg/L
https://www.moeco.comより



札幌市内の地下⽔⽔質

17背景：北海道地⽅⼟⽊地質図

扇状地堆積物

札幌市の地下⽔⽔質調査結果(H30〜R4)

• ヒ素の環境基準超過井⼾は20箇所
• 地質に対応した分布
• 豊平川・発寒川の扇状地堆積物は低濃

度
• 縄⽂海進時の海域となる低地部・泥炭

地で基準値超えの地下⽔が⽬⽴つ
• 腐植⼟や泥炭（有機質堆積物）が還元

環境を形成し、帯⽔層中のヒ素を吸着
した⽔酸化鉄の分解が促進される（吉
村・⾚井, 2001）

⽯狩平野低地部
（デルタ堆積物
＋泥炭地堆積物）

定⼭渓温泉
3.0〜3.8 mg/L (久
保⽥ほか,2010)



北海道内の湧⽔施設（湧き⽔）

• 道内53の湧⽔施設（湧⽔、井⼾⽔、伏流⽔）の調査結果（伊藤ほか, 2009, 道衛研所報）

• 「湧⽔、伏流⽔等を⽔源として、管や樋等を⽤いて、良い井に利⽤できる形態で不特定多数の者
が引⽤のために利⽤しており、設置者または管理者が明確である施設」

• As(ヒ素)：温泉近傍の1箇所で0.004 mg/L
• B (ホウ素)：海岸近傍の4箇所で0.018〜0.035 mg/L
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天然⽔の⽔質は常に⼀定というものでは
なく，本調査の 結果は各湧⽔の安全性を
将来にわたって保証するものではない。
天候状況による⽔質の悪化や，周辺環境
の変化による⽔質汚染発⽣の恐れも想定
される。



⽕⼭噴⽕の影響

• 1988年⼗勝岳⽕⼭灰の溶出試験（伊藤ほ
か、1989、道衛研所報）
• 1988年12⽉19⽇、25⽇の噴⽕に伴う⽕⼭灰
類、と泥流末端の岩屑粉（1988/12/26)

• 溶出試験：試料 2mmふるい通過分、試料35g、
315mL（固液⽐＝1:9）、25℃、12時間振とう

• 1977年有珠⼭⽕⼭灰の溶出試験（都築ほ
か, 1978、道衛研所報）
• 試料600g、検液5.4L(1:9)、室温、12時間浸透

※⼟壌汚染対策法では⾮常災害のために必要な応急
措置として⾏う⾏為は、免責される。
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溶出試
験項⽬

⼗勝岳
⽕⼭灰

⼗勝岳
⽕⼭灰

⼗勝岳
泥流岩屑

有珠⼭
⽕⼭灰

有珠⼭
⽕⼭灰

pH 4.4 4.7 4.2 8.6 8.4
As 0.02 0.02 0.03 0.026 0.007
F 11 22 4.5 0.68 0.088

Pb ND ND ND 0.010 0.004
Hg ND ND ND ND ND
Cd ND ND ND ND ND

Cr+6 ND ND ND - -

北海道⼤学理学
部 地質学鉱物学
教室（1989）

(単位：mg/L)



3．国交省マニュアルの概要と
2023年改訂版での変更点の解説
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｢国交省マニュアル｣の特徴
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1.  ⼟対法を踏まえつつ、岩⽯にも適⽤可能な
独⾃の発⽣源評価を採⽤

2.  重⾦属汚染のリスク評価モデルを導⼊
サイト概念モデルに基づくリスク評価を導⼊し、地下
⽔等の飲⽤摂取に関する対応⽬標として、地下⽔環境
基準のほか、地下⽔のバックグラウンド濃度を考慮し
ている。

3.  多様な対策⼯法の提⽰
⼟壌汚染対策法に位置づけられている標準的な対策⼯
法（⼆重遮⽔、不溶化等）に加えて、⼀重の遮⽔⼯封
じ込め、吸着層⼯、転圧⼯、⽔処理⼯、⾃然地盤吸着
なども採⽤可能

4.  維持管理（モニタリング）⽅法の提⽰



改訂版マニュアルでの変更点

• 平成22年（2010年）の暫定版公表から10年超が経過し、その間の対応事例
の蓄積、新たな調査・対策⼯の普及等を踏まえた改訂を実施。
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2023年改訂版での主な変更点
1. 重⾦属等に加え、酸性⼟への対応を追加
2. 溶出評価への実現象再現溶出試験の活⽤を推奨
3. 発⽣⼟の受⼊先のリスクレベルに応じた最適な対策選択
の考え⽅を整理

4. 重⾦属等の全含有量を⽤いたスクリーニング基準を廃⽌
5. モニタリング⽅法の明確化



国交省マニュアルの構成と本⽇の解説箇所
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第1章 総説 (pp.1-13)
• 1.1マニュアルの⽬的
• 1.2適⽤範囲
• 1.3留意事項
• 1.4⽤語の定義と解説

第2章 ⾃然由来重⾦属等含有⼟および酸性⼟へ
の対応の基本事項 (pp.14-61)
• 2.1対応の基本的考え⽅
• 2.2対応の検討の進め⽅
• 2.3法的枠組みへの対応
• 2.4地質状況の把握と発⽣⼟の性状把握
• 2.5重⾦属等の起源の確認
• 2.6要管理⼟の区分
• 2.7要管理⼟の受⼊先
• 2.8要管理⼟を盛⼟等に利⽤する場合の対応⽬標

の設定
• 2.9要管理⼟の発⽣源評価
• 2.10要管理⼟のリスク評価
• 2.11対応⽅針の決定
• 2.12構造物の機能およびその安定性の確保

第3章 調査 (pp.62-114)
• 3.1調査の⽬的およびその概要
• 3.2事業段階に応じた調査の進め⽅
• 3.3調査・試験⽅法
• 3.3.1資料等調査
• 3.3.2地形・地質調査
• 3.3.3⽔理・⽔⽂調査
• 3.3.4地質試料の採取と試験試料の調製
• 3.3.5⽔質試験
• 3.3.6地盤物性調査
• 3.3.7要管理⼟の評価のための試験
• 3.3.8実現象再現溶出試験
• 3.3.9必要に応じて実施する試験

• 3.4要管理⼟のリスク評価における影響予測のための調査

第4章 要管理⼟への対応 (pp.115-164)
• 4.1要管理⼟を盛⼟等に利⽤する場合の対応
• 4.2⼟質改良が必要な場合の対応
• 4.3対策⼯法
• 4.3.1盛⼟に利⽤する場合
• 4.3.2埋戻しへの利⽤
• 4.3.3⽔⾯埋⽴への利⽤

• 4.4施⼯時の拡散防⽌対策
• 4.5モニタリング
• 4.6施⼯後の管理と記録の保管

＋ 参考資料1〜19
(p.165-256)



改訂版マニュアルでの変更点︓マニュアルの⽬的（1.1,p.1)
2010年暫定版

本マニュアルは、公共⼯事として実施される建設⼯事にお
いて、⾃然由来の重⾦属等を含有する岩⽯、⼟壌、あるい
はそれらの混合物（以下、｢岩⽯・⼟壌｣という）に起因す
る⼈への健康への影響のおそれが新たに発⽣する場合の調
査、設計、施⼯及びモニタリングにおける技術的な対応⽅
法を⽰すものであり、その影響の防⽌を⽬的とする。
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「⼟は有効な資源であるた
め、適切に活⽤しましょう」

2023年改訂版
本マニュアルは、公共⼯事として実施される建設⼯事（以下、
「公共建設⼯事」という。）において、⾃然由来の重⾦属等を含
有する岩⽯・⼟壌、あるいはそれらの混合物（以下、「⾃然由来
重⾦属等含有⼟」という。）に起因する⼈の健康への影響のおそ
れ、あるいは掘削などに伴い、⻑期にわたり酸性⽔を発⽣させる
岩⽯・⼟壌、あるいはそれらの混合物（以下、「酸性⼟」とい
う。）による⽣活環境への影響のおそれが新たに発⽣する場合の
標準的な技術的対応⽅法を⽰すものであり、周辺の環境安全性を
確保しながら効率的な事業施⾏の推進を図ることを⽬的とする。

⾃然由来重⾦属含有｢岩⽯・⼟壌｣
＋

酸性⼟への対応

健康への影響の防⽌
↓

効率的な事業施⾏の推進



建設⼯事における⾃然由来重⾦属対策の流れ（2.1）

1. 計画段階
① 事業計画
② 概略設計
③ 詳細設計
④ 施⼯計画

2. 施⼯段階

3. 維持管理段階

4. 将来
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